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記⼊にあたっての留意事項
１．公共工事設計労務単価は所定労働時間８時間当たり

の単価を算出します。そのため、各労働者の所定労
働時間を確認するため、就業規則等の提出をお願い
します。

２．職種の分類は調査結果に大きく影響する項目です
ので、手引きを参照のもと、労働者の役割に対応
した職種の入力をお願いします。

３．各種手当てについてもれなく記載いただくよう
ご注意願います。
記載する際は、基準内と基準外に留意してください。
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職種番号の記⼊について
職種番号は、労務費調査の手引き 参考資料－３「調査対象職種の定義・作業内容」
に参照の上、記入してください。

手引きP.76～89
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４．調査票の記⼊要領について

職種番号の記⼊について
職種番号は、労務費調査の手引き 参考資料－３「調査対象職種の定義・作業内容」
に参照の上、記入してください。

手引きP.90～97
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世話役、⼀般技能労働者、作業員
の分類について

説明等項⽬
「…について相当程度の技術を有し、もっぱら指導的な業務を⾏うもの」等
・「世話役」が設けられている職種では、個々の労働者を「世話役」と「⼀般技能労働者」のどちらに分類
するかの判断を、以下の基準に従って⾏ってください。

・⼀般技能労働者等の作業分担及び作業内容の指⽰、指導、監督等の世話役業務にのみ従
事する労働者の場合は、世話役に分類します。

・⼀般技能労働者等の作業内容に該当する作業も⾃らが⾏うが、率いている班等に所属する⼀
般技能労働者等についての世話役業務の⽅が重要である労働者の場合は、世話役に分類しま
す。

・世話役業務を⽇常的には⾏っていないか、⾏っているとしても労働時間の管理等に限られており、
世話役業務の⽅が従となっている（例えば、⾃⼰の出来⾼の⽅が世話役業務より重要である）
労働者の場合は、⼀般技能労働者等に分類します。

世話役

「…について相当程度の技能を有し、…について主体的業務を⾏うもの」等⼀般技能労働者
⼜は世話役・⼀般技能労働者

「各種作業についての補助的業務を⾏うもの」等作業員

■ 複数職種の作業を行っていた労働者の分類

調査対象期間（１ヶ月間）に複数職種の作業を行っていた労働者の分類場合は、原則として、本来の技能（技能
労働者と作業員を兼務した場合は技能労働者とする等）や、調査対象工事において主に従事したと認められる作
業内容（従事した日数がより長い等）に基づき、該当する職種を判断してください。

相当程度の技能を有する労働者を「02 普通作業員、03 軽作業員、20 トンネル作業員」に分類
しないでください。
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⼯種と職種の対応関係について（１）

塗装
関係職種

建築専門関係職種
橋りょう
関係職種

潜かん
関係職種

土木関係職種

12 塗装工

23 橋りょう
塗装工

43 内装工

44 ガラス工

45 建具工

46 ダクト工

47 保温工

48 建築
ブロック工

49 設備機械工

34 大工

35 左官

36 配管工

37 はつり工

38 防水工

39 板金工

40 タイル工

41 サッシ工

42 屋根ふき工

24 橋りょう
世話役

17 潜かん
世話役

25 土木一般世話役
世話役

22 橋りょう
特殊工

16 潜かん工13 溶接工

14 運転手

（特殊）

15 運転手

（一般）

18 さく岩工

31 山林砂防工

32 軌道工

33 型わく工

01 特殊作業員

04 造園工

05 法面工

06 とび工

07 石工

08 ブロック工

09 電工

10 鉄筋工

11 鉄骨工

一般技能
労働者

02 普通作業員

03 軽作業員
作業員

工事内容と職種の対応関係は以下のとおりです。
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⼯種と職種の対応関係について（２）

交通
誘導員

潜水
関係職種

港湾
関係職種

トンネル
関係職種

50 交通誘導
警備員Ａ

51 交通誘導
警備員Ｂ

28 潜水士

29 潜水連絡員

30 潜水送気員

26 高級船員21 トンネル
世話役

世話役

27 普通船員19 トンネル
特殊工

一般技能
労働者

20 トンネル
作業員

作業員

工事内容と職種の対応関係は以下のとおりです。
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作業員関係職種
軽作業員普通作業員特殊作業員

主として人力による軽易な次の作業を
行うもの

①普通の技能および肉体的条件を有し、
主として次に掲げる作業を行うもの

①相当程度の技能および高度の肉体的条件を
有し、主体的業務を行うもの

①

作業内容

軽易な清掃または後片付け

公園等における草むしり

軽易な散水

現場内の軽易な小運搬

準備測量、出来高管理等の手伝い

仮設物、安全施設等の小物の設置また
は撤去

品質管理のための試験等の手伝い

a.

b.

c.

d.

e.

f.

g.

人力による土砂等の掘削、積込み、運
搬、敷均し等

人力による資材等の積込み、運搬、片
付け等

人力による小規模な作業（たとえば、
標識、境界ぐい等の設置）

人力による芝はり作業（公園等の苑地
を築造する工事における芝はり作業に
ついて主体的業務を行うものを除
く。）

人力による除草

ダム工事での骨材の製造、貯蔵または
運搬における人力による木根、不良鉱
物等の除去

a.

b.

c.

d.

e.

f.

軽機械を運転または操作して行う作業a.

機械重量3t未満のブルドーザ、バックホウ
等を運転または操作して行う土砂等の掘削、
積込みまたは運搬
吊上げ重量1t未満のクローラクレーン等を
運転または操作して行う資材等の運搬
機械重量3t未満の振動ローラ等を運搬また
は操作して行う土砂等の締固め
バイブレータ等を運転または操作して行う
コンクリートの練上げおよび打設
ピックブレーカ等を運転または操作して行
うコンクリート、舗装等のとりこわし
動力草刈機を運転または操作して行う機械
除草
ポンプ、コンプレッサ、発動発電機等の運
転または操作
コンクリートカッタ、コアボーリングマシ
ンの運転または操作

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

その他、各種作業において主として人
力による軽易な補助作業を行うもの

②その他、普通の技能および肉体的条件
を有し、各種作業について必要とされ
る補助的業務を行うもの

②人力による合材の敷均しおよび舗装面の仕
上げ

b.

ダム工事において骨材製造装置を運転又は
操作して行う骨材の製造、貯蔵または運搬

c.

除染工事において、上記の作業を行う
もの

③コンクリートポンプ車の筒先作業d.

その他、相当程度の技能および高度の肉体
的条件を有し、各種作業について必要とさ
れる主体的業務を行うもの

②

除染工事において、上記の作業を行うもの③
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オペレーター関係職種
運転手（一般）運転手（特殊）特殊作業員

運転免許（大型免許、中型免許、普通
免許等）を有し、主として機械を運転
または操作して作業を行うもの

①重機械の運転および操作について相当
程度の技能を有し、主として次に掲げ
る作業について主体的業務を行うもの

①相当程度の技能および高度の肉体的条件を
有し、主体的業務を行うもの

①

作業内容

軽機械を運転または操作して行う作業a.

資機材の運搬のための貨物自動車
の運転
もっぱら路上を運行して作業を行う散
水車、ガードレール清掃車等の運転
機械重量3t未満のトラクタ（ホイール
型）・トラクタショベル（ホイール
型）・バックホウ（ホイール型）等を
運転または操作して行う土砂等の掘削、
積込みまたは運搬
吊上げ重量1t 未満のホイールクレー
ン・クレーン装置付トラック等を運転
または操作して行う資材等の運搬
アスファルトディストリビュータを運
転または操作して行う乳剤の散布
路面清掃車、除雪車等の運転または操
作

a.

b.

c.

d.

e.
f.

機械重量3t以上のブルドーザ、バック
ホウ等を運転または操作して行う土砂
等の掘削、積込みまたは運搬
吊上げ重量1t以上のクレーン装置付ト
ラック・クローラクレーン・トラック
クレーン等を運転または操作して行う
資材等の運搬
ロードローラ、タイヤローラ、機械重
量3t以上の振動ローラ（自走式）等を
運搬または操作して行う土砂等のかき
ならしまたは締固め
コンクリートフィニッシャ、アスファ
ルトフィニッシャ等を運転または操作
して行う路面等の舗装
杭打機を運転または操作して行う杭、
矢板等の打込みまたは引抜き
路面清掃車、除雪車等の運転または操
作
コンクリートポンプ車の運転または操
作（筒先作業は除く）

a.

b.

c.

d.

e.

f.

g.

機械重量3t未満のブルドーザ、バックホウ
等を運転または操作して行う土砂等の掘削、
積込みまたは運搬
吊上げ重量1t未満のクローラクレーン等を
運転または操作して行う資材等の運搬
機械重量3t未満の振動ローラ等を運搬また
は操作して行う土砂等の締固め
バイブレータ等を運転または操作して行う
コンクリートの練上げおよび打設
ピックブレーカ等を運転または操作して行
うコンクリート、舗装等のとりこわし
動力草刈機を運転または操作して行う機械
除草
ポンプ、コンプレッサ、発動発電機等の運
転または操作
コンクリートカッタ、コアボーリングマシ
ンの運転または操作

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

チ

人力による合材の敷均しおよび舗装面の仕
上げ

b.

ダム工事において骨材製造装置を運転又は
操作して行う骨材の製造、貯蔵または運搬

c.

除染工事において、上記の作業を行う
もの

②除染工事において、上記の作業を行う
もの

②コンクリートポンプ車の筒先作業d.

その他、相当程度の技能および高度の肉体
的条件を有し、各種作業について必要とさ
れる主体的業務を行うもの

②

除染工事において、上記の作業を行うもの③
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造園関係職種
定義と内容職種

造園工事について相当程度の技能を有し、主として次に掲げる作業について主体的業務を
行うもの
① 樹木の植栽または維持管理
② 公園、庭園、緑地等の苑地を築造する工事における次の作業

ａ．芝等の地被類の植付け ｂ．景石の据付け
ｃ．地ごしらえ ｄ．園路または広場の築造
ｅ．池または流れの築造 ｆ．公園設備の設置

③ 除染工事において、上記の作業を行うもの

造園工04

石材の加工等について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、主として次に掲げる作
業について主体的業務を行うもの
ａ．石材の加工
ｂ．石積みまたは石張り
ｃ．構造物表面のはつり仕上げ

石工07

ブロック工事について相当程度の技能を有し、積ブロック、張ブロック、連節ブロック、舗装
用平板等の積上げ、布設等の作業について主体的業務を行うもの（48 建築ブロック工に該当
するものを除く。）

ブロック工08

建築ブロック工事について相当程度の技能を有し、建築物の躯体および帳壁の築造または改修
のために、空洞コンクリートブロック、レンガ等の積上げおよび目地塗作業に従事するもの
（08 ブロック工 に該当するものを除く。）

建築ブロック工48
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⾼所・中空作業関係（１）
定義と内容職種

法面工事について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、主として次に掲げる作業に
ついて主体的業務を行うもの
ａ．モルタルコンクリート吹付機または種子吹付機の運転
ｂ．高所・急勾配法面における、ピックハンマ、ブレーカによる法面整形または金網・鉄筋張

り作業
ｃ．モルタルコンクリート吹付け、種子吹付け等の法面仕上げ

法面工05

① 高所・中空における作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、主とし
て次に掲げる作業について主体的業務を行うもの
ａ．足場または支保工の組立、解体等（コンクリート橋または鋼橋の桁架設に係るものを

除く。）
ｂ．木橋の架設等
ｃ．杭、矢板等の打ち込みまたは引き抜き（杭打機の運転を除く。）
ｄ．仮設用エレベーター、杭打機、ウインチ、索道等の組立、据付、解体等
ｅ．重量物（大型ブロック、大型覆工板等）の捲揚げ、据付け等（クレーンの運転を除

く。）
ｆ．鉄骨材の捲揚げ（クレーンの運転を除く。）

② 除染工事において、上記の作業を行うもの

とび工06
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⾼所・中空作業関係（２）
定義と内容職種

鉄骨の組立について相当程度の技能を有し、鉄塔、鉄柱、高層建築物等の建設における鉄骨の
組立、Ｈ.Ｔ.ボルト締めまたは建方および建方合番（相番）作業について主体的業務を行うも
の
（工場製作に従事するものおよび鋼橋の桁架設における作業、鉄骨の組立に必要な足場もしく
は支保工の組立、解体等または鉄骨材の捲揚げ作業に従事するものを除く。）

鉄骨工11

橋りょう関係の作業について相当程度の技能を有し、主として次に掲げる作業（工場製作に係
るものおよび工場内における仮組立に係るものを除く。）について主体的業務を行うもの

ａ. ＰＣ橋の製作のうち、グラウト、シースおよびケーブルの組立、緊張、横締め等
ｂ. コンクリート橋または鋼橋の桁架設および桁架設用仮設備の組立、解体、移動等
ｃ. コンクリート橋または鋼橋の桁架設に伴う足場、支保工等の組立、解体等

橋りょう特殊工22

高所、急勾配法面において金網・鉄筋張り作業等に従事する方は、05 法面工 に分類してください。・

高所・中空において、05法面工、11鉄骨工及び22橋りょう特殊工の作業内容以外の一般的な作業に従事する方は、
06 とび工 に分類してください。

・

鉄骨構造物（鋼橋を除く）の建設現場において、鉄骨の組立等に従事する方は、11 鉄骨工 に分類してください。・

コンクリート橋または鋼橋の建設現場において、桁架設に係る作業に従事する方は、22 橋りょう特殊工 に分類
してください。

・
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電気・鉄⼯関係
定義と内容職種

電気工事について相当程度の技能かつ必要な資格を有し、建物ならびに屋外における、受電設
備、変電設備、配電線路、電力設備、発電設備、通信設備等の工事に関する、主として次に掲
げる作業について主体的業務を行うもの

a. 配線器具、照明器具、発電機、通信機器、盤類等の取付け、据付けまたは撤去
b. 電線、電線管等の取付け、据付けまたは撤去

電工09

鉄筋の加工組立について相当程度の技能を有し、鉄筋コンクリート工事における鉄筋の切断、
屈曲、成型、組立、結束等について主体的業務を行うもの

鉄筋工10

鉄骨の組立について相当程度の技能を有し、鉄塔、鉄柱、高層建築物等の建設における鉄骨の
組立、Ｈ.Ｔ.ボルト締めまたは建方および建方合番（相番）作業について主体的業務を行うも
の
（工場製作に従事するものおよび鋼橋の桁架設における作業、鉄骨の組立に必要な足場もしく
は支保工の組立、解体等または鉄骨材の捲揚げ作業に従事するものを除く。）

鉄骨工11

溶接作業について相当程度の技能を有し、酸素、アセチレンガス、水素ガス、電気その他の方
法により、鋼杭、鋼矢板、鋼管、鉄筋等の溶接（ガス圧接を含む。）または切断について主体
的業務を行うもの（工場製作に従事するものを除く。）

溶接工13



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

坑内作業関係
定義と内容職種

加圧された密室内における作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、潜か
んまたはシールド（圧気）内において土砂の掘削、運搬等の作業を行うもの

潜かん工16

加圧された密室内における作業について相当程度の技術を有し、潜かん工事またはシールド工
事（圧気）についてもっぱら指導的な業務を行うもの

潜かん世話役17

トンネル坑内における作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、トンネル
等の坑内における主として次に掲げる作業について主体的業務を行うもの
ａ．爆薬およびさく岩機を使用する爆破掘削
ｂ．支保工の建込、維持、点検等
ｃ．アーチ部、側壁部およびインバートのコンクリート打設等
ｄ. ずり積込機、バッテリーカー、機関車等の運転等
ｅ. アーチ部および側壁部型わくの組立、取付け、除去等
ｆ. シールド工事（圧気を除く。）における各種作業

トンネル特殊工19

トンネル坑内における作業について普通の技能および肉体的条件を有し、トンネル等の坑内に
おける主として人力による次に掲げる作業を行うもの
ａ. 各種作業についての補助的業務
ｂ. 人力による資材運搬等
ｃ. シールド工事（圧気を除く。）における各種作業についての補助的業務

トンネル作業員20

トンネル坑内における作業について相当程度の技術を有し、もっぱら指導的な業務を行うものトンネル世話役21



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

橋りょう関係職種
定義と内容職種

橋りょう関係の作業について相当程度の技能を有し、主として次に掲げる作業（工場製作に係
るものおよび工場内における仮組立に係るものを除く。）について主体的業務を行うもの

ａ. ＰＣ橋の製作のうち、グラウト、シースおよびケーブルの組立、緊張、横締め等
ｂ. コンクリート橋または鋼橋の桁架設および桁架設用仮設備の組立、解体、移動等
ｃ. コンクリート橋または鋼橋の桁架設に伴う足場、支保工等の組立、解体等

橋りょう特殊工22

橋りょう関係の作業について相当程度の技術を有し、もっぱら指導的な業務を行うもの（工場
内作業を除く。）

橋りょう世話役24

定義と内容職種

軌道工事および軌道保守について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、主として次
に掲げる作業について主体的業務を行うもの

ａ．軽機械（タイタンパー、ランマー、パワーレンチ等）等を使用してレールの軌間、高低、
通り、平面性等を限度内に修正保守する作業

ｂ．新線建設等において、レール、枕木、バラスト等を運搬配列して、軽機械（タイタンパー、
ランマー、パワーレンチ等）等を使用して軌道を構築する作業

軌道工32

軌道⼯事関係



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

塗装関係職種
定義と内容職種

塗装作業について相当程度の技能を有し、塗料、仕上塗材、塗り床等の塗装材料を用い、各種
工法による塗装作業
（塗装のための下地処理を含む。）について主体的業務を行うもの
（塗装作業上必要となる足場の組立または解体に従事するもの、舗装面の仕上げに従事するも
のおよび 23 橋りょう塗装工 に該当するものを除く。）

塗装工12

橋りょう等の塗装作業について相当程度の技能を有し、橋りょう、水門扉等の塗装、ケレン作
業等（工場内を含む）について主体的業務を行うもの

橋りょう塗装工23

定義と内容職種

岩掘削作業について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、爆薬およびさく岩機を使
用する岩石の爆破掘削作業（坑内作業を除く。）について主体的業務を行うもの

さく岩工18

岩掘削関係



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

⼟⽊全体
定義と内容職種

① 土木工事および重機械の運転または操作について相当程度の技術を有し、
もっぱら指導的な業務を行うもの
（17 潜かん世話役、21 トンネル世話役または24 橋りょう世話役に該当するものを
除く。）

② 除染工事において、上記の作業を行うもの

土木一般世話役25



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

⼤⼯関係職種
定義と内容職種

木工事について相当程度の技能を有し、主として次に掲げる作業について主体的業務を行う
もの

ａ．木製型わく（メタルフォームを含む。）の製作、組立て、取付け、解体等（坑内作業を除
く。）

ｂ．木坑、木橋等の仕拵え等

型わく工33

大工工事について相当程度の技能を有し、家屋等の築造、屋内における造作等の作業について
主体的業務を行うもの

大工34

合板製のコンクリート型枠の製作等を行う型枠大工は、33 型わく工に分類してください。・

木造家屋の築造、屋内作業における造作等に従事する造作大工は、34 大工 に分類してください。
（宮大工等の特殊な大工は、調査対象外としてください）

・



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

建築関係職種（１）
定義と内容職種

左官工事について相当程度の技能を有し、土、モルタル、プラスター、漆喰、人造石等の壁材
料を用いての壁塗り、吹き付け等の作業について主体的業務を行うもの

左官35

はつり作業について相当程度の技能を有し、主として次に掲げる作業について主体的業務を行
うもの（建築物を対象とするものに限る。）

ａ．コンクリート、石れんが、タイル等の建築物壁面のはつり取り（はつり仕上げを除く。）
ｂ．建築物の床または壁の穴あけ

はつり工37

① 防水工事について相当程度の技能を有し、アスファルト、シート、セメント系材料、塗膜、
シーリング材等による屋内、屋外、屋根または地下の床、壁等の防水作業について主体的
業務を行うもの

② 除染工事において、上記の作業を行うもの

防水工38

板金作業について相当程度の技能を有し、金属薄板の切断、屈曲、成型、接合等の加工および
組立・取付作業ならびに金属薄板による屋根ふき作業について主体的業務を行うもの（46 ダ
クト工 に該当するものを除く。）

板金工39

タイル工事について相当程度の技能を有し、外壁、内壁、床等の表面のタイル張付けまたは目
地塗の作業について主体的業務を行うもの

タイル工40

サッシ工事について相当程度の技能を有し、金属製建具の取付作業について主体的業務を行う
もの

サッシ工41



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

建築関係職種（２）
定義と内容職種

屋根ふき作業について相当程度の技能を有し、瓦ふき、スレートふき、土居ぶき等の屋根ふき
作業またはふきかえ作業について主体的業務を行うもの（39 板金工に該当するものを除
く。）

屋根ふき工42

内装工事について相当程度の技能を有し、ビニル床タイル、ビニル床シート、カーペット、フ
ローリング、壁紙、石こうボードその他ボード等の内装材料を床、壁もしくは天井に張り付け
る作業またはブラインド、カーテンレール等を取り付ける作業について主体的業務を行うもの

内装工43

ガラス工事について相当程度の技能を有し、各種建具のガラスはめ込み作業について主体的業
務を行うもの

ガラス工44

建具工事について相当程度の技能を有し、戸、窓、枠等の木製建具の製作・加工及び取付作業
に従事するもの

建具工45

ダクト工事について相当程度の技能を有し、金属・非金属の薄板を加工し、通風ダクトの製作
および取付作業に従事するもの（39 板金工に該当するものを除く。）

ダクト工46

保温工事について相当程度の技能を有し、建築設備の機器、配管及びダクトに保温（保冷、防
露、断熱等を含む。）材を装着する作業に従事するもの

保温工47

建築ブロック工事について相当程度の技能を有し、建築物の躯体および帳壁の築造または改修
のために、空洞コンクリートブロック、レンガ等の積上げおよび目地塗作業に従事するもの
（08 ブロック工 に該当するものを除く。）

建築ブロック工48



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

機械設備関係職種
定義と内容職種

機械設備工事について相当程度の技能を有し、冷凍機、送風機、ボイラー、ポンプ、エレベー
ター等の大型重量機器の据付け、調整または撤去作業について主体的業務を行うもの

設備機械工49

配管工事について相当程度の技能を有し、建物ならびに屋外における給排水、冷暖房、給気、
給湯、換気等の設備工事に関する、主として次に掲げる作業について主体的業務を行うもの

ａ. 配管ならびに管の撤去

ｂ. 金属・非金属製品（管等）の加工および装着

ｃ. 電触防護

配管工36

冷凍機等の大型重量機器の据付け等の作業に従事した方は、付随して配管作業に従事した場合でも、49 機械設
備工に分類してください。

・

もっぱら配管作業に従事した方は、36 配管工に分類してください。・



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

潜⽔関係職種
定義と内容職種

潜水士免許を有し、海中の建設工事等のため、潜水器を用いかつ空気圧縮機による送気を受け
て海面下で作業を行うもの

潜水士28

潜水士との連絡等を行うもので次に掲げる業務等を行うもの

a. 潜水士と連絡して、潜降および浮上を適正に行わせる業務
b. 潜水送気員と連絡し、所要の送気を行わせる業務
c. 送気設備の故障等により危害のおそれがあるとき直ちに潜水士に連絡する業務

潜水連絡員29

潜水士への送気の調節を行うための弁またはコックを操作する業務等を行うもの潜水送気員30

ヘルメットまたはマスクを装着し、かつホースにより船上等から送気を受ける送気式により潜水し海中で作業を
行う方は、28 潜水士 に分類してください。
自給気式（アクアラング式）と送気式を併用して海中で作業を行っていた方も、28 潜水士 に分類してください。
なお、ホースによる送気を受けず、自給気式（アクアラング式）のみにより水中作業を行っていた方は、調査の
対象外としてください。

・

28 潜水士 に該当する労働者が交互に 29 潜水連絡員 または 30 潜水送気員 の業務を行っていた場合は、全員
を 28 潜水士 に分類してください。

・



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

港湾関係職種
定義と内容職種

海面での工事における作業船（土運船、台船等の雑船を除く。）の各部門の長または統括責任
者をいい、次に掲げる職名を標準とする。

船長、機関長、操業長等（各会社が俗称として使用している水夫長、甲板長等を除く。）

高級船員26

海面での工事における作業船（土運船、台船等の雑船を含む。）の船員で、高級船員以外のも
の

普通船員27



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

⼭地治⼭⼯事における職種
定義と内容職種

山林砂防工事について相当程度の技能および高度の肉体的条件を有し、山地治山砂防工事（主
として山間遠かく地の急傾斜地または狭隘な谷間における作業）に従事し、主として次に掲げ
る作業を行うもの

ａ. 人力による崩壊地の法切、階段切付け、土石の掘削・運搬、構造物の築造等
ｂ. 人力による資材の積込み、運搬、片付け等
ｃ. 簡易な索道、足場等の組立、架設、撤去等
ｄ. その他各作業について必要とされる関連業務

山林砂防工31

①普通の技能および肉体的条件を有し、人力による作業を行うもの
②その他、普通の技能および肉体的条件を有し、各種作業について必要とされる補助的業務を

行うもの

普通作業員02

山地治山工事に従事した方のうち、下記の 02 普通作業員 に該当しない方は、31 山林砂防工に分類してください。・

山地治山工事に従事した方のうち、主として次の条件のいずれかを満たす工事または作業に従事した方に限り、
02普通作業員に分類してください。
ア）苗木運搬、植栽、下刈、雪起し、伐採、本数調整伐、枝落し、施肥等の保育作業
イ）車道または歩道の開設・改良工事
ウ）以下の条件のいずれにも該当しない工事

ａ．斜面勾配が概ね30％以上の箇所
ｂ．運搬距離が概ね100m以上のケーブルクレーンを仮設した箇所
ｃ．コンクリートを現場練りとした箇所
ｄ．山泊を必要とした箇所

・



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

交通誘導警備員
定義と内容職種

① 警備業者の警備員（警備業法第2 条第4 項に規定する警備員をいう。）で、交通誘導警備
業務（警備員等の検定等に関する規則第1 条第4 号に規定する交通誘導警備業務をい
う。）に従事する交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備員又は二級検定合格警備員
なお、下線部のとおり交通誘導員Ａに分類されるためには、資格を有しているだけでなく、
配置義務のある現場に従事している必要がありますので、分類に注意してください。（配
置義務のある現場以外に従事している有資格者は交通誘導警備員Ｂとなります。）

② 除染工事において、上記の作業を行うもの

交通誘導員Ａ50

① 警備業者の警備員で、交通誘導警備員Ａ以外の交通の誘導に従事するもの

② 除染工事において、上記の作業を行うもの

交通誘導員Ｂ51



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

年計票（労働日数・臨時の給与）（様式－３）

賃金調査票（様式－１）【必須】 補足調査票（様式－１－１）【必須】

各種手当の内訳票（様式－２）
※手当の支払いがある場合のみ

調査票の種類

※場合により提出不要



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

調査票の記入要領について（変更箇所①）

・「所定労働時間〇時間〇分」の記入欄
に時間を入力してください。

・「就労」形態（４週〇休体制）」の記入欄
に就労形態に一人でも「０」の形態があ
る場合、入力してください。

・「変形労働時間制（１年間・〇カ月）」就
労形態に一人でも「６」の形態がある場
合、入力してください。

・「有給休暇制度（有・無）」の記入欄に
有給休暇の有無を入力してください。

・エクセルにて入力した一覧表の内容は
備考欄に反映されます。

4 週 7

分/日

休体制

１年間

有

所定労働時間（〇
時間〇分）

有給休暇制度
（有・無）

就労形態（４週〇
休体制）

変形労働時間制
（１年間・〇ヵ月）

8
時
間

0

記載例

様式ー１ 公共事業労務費調査・賃金調査票

○様式の右上に記入欄（所定労働時間、就労形態、変形労働時間制、有給休暇制度）に項目が
追加されましたので記載をお願いします。



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

調査票の記入要領について（変更箇所②）

・この項目は、調査票が入力されると
自動で計算される項目となります。

・提出ﾃﾞｰﾀではなく、調査審査時の参考
欄となります。

・法定福利費による月額賃金等の確認
は、健康保険もしくは厚生年金保険で実
施しますが、健康保険及び厚生年金保
険に加入していない場合には「被保険
者負担率を乗じた額（自動計算）」を参
考に雇用保険にて確認致します。

記載例

様式ー１ 公共事業労務費調査・賃金調査票

○様式の右側欄外に支給総額（自動計算）と被保険者負担率を乗じた額（自動計算）欄が
追加されました。

万 千 百 十 円 万 千 百 十 円

- - - - - - - - - - - - - -

支給総額（自動計算）
被保険者負担率

を乗じた額
（自動計算）



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

調査票の記入要領について（変更箇所③）

様式ー１ 公共事業労務費調査・賃金調査票

○備考欄に追記に必要事項（所定労働時間、就労形態、変形労働時間制）が記載されましたので
記載をお願いします。

 ※ 備　　考 ○所定労働時間： 時間 分／日 ○就労形態： 4 週 休体制 ○変形労働時間制： １年間・（　　）ヵ月  （計算式） ○有給制度：

（注） １．※ 印欄は、発注機関の調査員が記入する欄ですので、記入する必要はありません。

２．備考欄は各調査対象企業でご記入をお願いします。

３．本調査は、公共工事設計労務単価を決定するための基礎資料とするために実施するものであり、上記及びその理解の促進以外の目的に使用することはありませんので、正確なデータを提出されるようご協力をお願い申し上げます。

・様式の下の欄にある備考欄に新しく、所
定労働時間、就労形態、変形労働時間制、
有給制度が追記されましたので記載をお
願いします。

※備考欄への記載は、手書きの場合の
み発生します。エクセル入力の場合、前
述の一覧表に記載した内容が備考にも反
映されます。

記載例



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

調査票の記入要領について（変更箇所④）

様式ー１ー１ 公共事業労務費調査・補足調査票

○複数職種の兼業状況で職種が５から３に減少しました。（過去3か年分→対象1か月分）
○複数職種に従事した日数の記載が必要となりました。（対象1か月分）

様式－１－１　公共事業労務費調査・補足調査票 調査対象月

【令和 ６７年１０月調査】

月

レ
ベ
ル

十 日 万 千 百 十 円 万 千 百 十 円 万 千 百 十 円 万 千 百 十 円 万 千 百 十 円

175 176 177 178 179 180 181 182 183 184 185 186 187 188 189 190 191 192 193 194 195 196 197 198 199 200 201 202 203 204 205 206 207 208 209 210 211 212 213 214 215 216 217 218 219 220 221 222 223 224 225 226 227 228 229 230 231 232 233 234 235 236 237 238 239 240 241 242

1 1 - -

2 2 - -

3 3 - -

4 4 - -

5 5 - -

6 6 - -

7 7 - -

8 8 - -

9 9 - -

1 0 1 0 - -

1 1 1 1 - -

1 2 1 2 - -

1 3 1 3 - -

1 4 1 4 - -

1 5 1 5 - -

1 6 1 6 - -

1 7 1 7 - -

1 8 1 8 - -

1 9 1 9 - -

2 0 2 0 - -
※　備　　　考　

（注） １．※ 印欄は、発注機関の調査員が記入する欄ですので、記入する必要はありません。

２．休業手当はP27「(2)基準内・基準外手当の判断 ③休業手当」の説明に従い、様式-2または様式-1-1に記入してください。

３．本調査は、公共工事設計労務単価を決定するための基礎資料とするために実施するものであり、上記及びその理解の促進以外の目的に使用することはありませんので、正確なデータを提出されるようご協力をお願い申し上げます。

４．本調査の目的をよくご理解していただいた上で、ご記入をお願いします。

工 事 名

工 事 請 負 者 名 （ 元 請 ）

賃 金 支 払 事 業 主

作 成 者 氏 名

※ 工 事 番 号

基準外手当

退職金
時間外・休日・深夜

勤務手当
休業手当

職種番号 従事日数

番号 イニシャル 番号

様式
－１の
職種番

号

資格の取得状況
（様式－１の職種に対応する

資格）を左詰めで記入 その他

従事日数 職種番号 従事日数

民間発
注工事
の就労
日数

基準内手当

判定分野

賃金台帳に記載のない
手当（元請企業等から直

接支払われる手当）

事業所
所在地

その他の就労範囲

複数職種の兼務状況
（様式－１の職種以外の兼務があれば、

その職種番号及び従事日数を最大３職種まで）を
記入

兼
業
状
況

就労範囲の状況

職
階

CCUS
能力評価

職種番号

※ 工事番号

＜様式－１－１＞

※ 発注機関名称

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

182 183 184 185 186 187 188 189 190 191 192 193

職種番号 従事日数 従事日数 職種番号 従事日数

複数職種の兼務状況
（様式－１の職種以外の兼務があれば、

その職種番号及び従事日数を最大３職種まで）を
記入

職種番号

記載例
・様式補足調査票の複数職種の兼務状
況の記入欄が変更となり、職種の入力数
が減少されました。入力対象期間も過去3
か年の実績から、対象1か月の実績に変

更されました。加えて、複数職種に従事し
た日数の記載が必要となります。対象1か
月に従事した、主たる職種以外の従事日
数の記載を願いします。



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式の⼊⼒⽅法について
調査票エクセルには、入力用シート（黄緑色）と提出用シート（青色）があります。

入力用シート 提出用シート

入力はすべて入力用シートに
行ってください。
自動的に提出用シートに
入力内容が反映されます

入力内容が
自動的に反映

提出する際には、提出用シートを印刷してご提出してください。（必要ページ数を指定して印刷）



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

早⾒表と調査の⼿引きについて
記入にあたっては「早見表」と「調査の手引き」を参照ください。

早見表 調査の手引き

「調査の手引き」
の参照ページが
記載されている

記入方法が
記載されている

早見表

調査の手引き

P.47



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
１）賃金計算期間、元請･下請の別 手引きP.45



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
２）社会保険等、法定福利費等（15～43） 手引きP.46



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
３）就労形態、給与形態（48～50、53～57） 手引きP.47



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
４）職種番号（51～52） 手引きP.47



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
５）労働日数、労働時間数（58～77） 手引きP.49



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
６）年間労働日数（130～138） 手引きP.50



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
７）基本日額、基本給、出来高給（78～96） 手引きP.51



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
８）手当、インフレ手当（97～114） 手引きP.52



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１ 賃⾦調査票
９）臨時の給与、法定福利費控除額（115～161） 手引きP.54



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－２ 各種⼿当内訳票
手引きP.55１）割増の対象としている手当



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－２ 各種⼿当内訳票
２）割増の対象としていない手当 手引きP.56



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－３ 年計票（労働⽇数・臨時の給与）
手引きP.57１）労働日数

休日出勤分は除外してください
（休日出勤分を含めて記入

されるケースが多いので
注意してください）



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－３ 年計票（労働⽇数・臨時の給与）
手引きP.58２）臨時の給与



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１－１ 補⾜調査票
手引きP.59１）資格の取得状況、複数職種の兼務状況、

就労範囲の状況



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１－１ 補⾜調査票
手引きP.60２）退職金



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１－１ 補⾜調査票
手引きP.61３）職階、ＣＣＵＳ（建設キャリアアップ

システム）能力評価



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

様式－１－１ 補⾜調査票
手引きP.62４）基準内手当、基準外手当



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

積算における労務関係費
公共工事設計労務単価は、所定労働時間内８時間当りにおける各職種の通常の

作業条件・内容の労働に対する賃金の部分（図-7-1 の二重線部分）のみで、他

の労務関係費は積算時に別途計上（共通仮設費、現場管理費、割増賃金等）し

ています。

手引きP.27



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

公共⼯事設計労務単価の構成
公共工事設計労務単価は、所定労働時間内８時間当りの

「①基本給相当額」及び「②基準内手当」、

並びに労働日数１日当りの

「③臨時の給与（賞与等）」及び「④実物給与（食事の支給等）」、

の４つにより構成されています。

手引きP.27



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

公共⼯事設計労務単価の構成
公共工事設計労務単価は、次の①～④で構成される。

① 基本給相当額

② 基準内手当（当該職種の通常の作業条件及び作業内容の労働に対する手当）

③ 臨時の給与（賞与等）

④ 実物給与 （食事の支給等）

公共工事設計労務単価

基本給相当額 基準内手当 臨時の給与 実物給与＝ ＋

① ②

所定労働時間内８時間当たり

＋＋

所定労働日数１日当たり

③ ④

各費用の支給実態について、もれなく記載をしてください。



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当について

様式－１ 賃金調査表

様式－２ 各種手当内訳票

様式－１－１ 補足調査表

様式－３ 年計票（労働日数
・臨時の給与）

基準外手当

基準内手当

様式－２に支給した各種手当てを、
様式－３に支給した臨時の給与を
記入してください。

割増の対象としている手当は左側、割増の対象
としていない手当は右側に記載し、各手当毎に
基準内・外の別をリストから選択してください



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当について
基準内手当とは、

所定労働時間・条件内の労働に対して
支払われる固定的手当のこと。
（基本給に加え継続的に支給される諸手当）

基準外手当とは、

所定労働時間・条件外の労働に対して
支払われる追加的手当のこと。
（毎月の支給が確定していない追加的手当）



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○ ※1連続して休日労働した場合に支給される手当休日手当

○坑内作業関係職種の労働者が坑内作業をした場合に支給される手当

坑内手当

○ ※1坑内作業関係職種以外の労働者に支給される手当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
①特殊な労働に対する手当

各職種の労働者について、発注者が工事費積算の歩掛等において見込んでいる通常の作業条件または
作業内容を超えた、特殊な労働に対して支払った手当

・公共工事の工期は、雨天等の不稼働日及び休日等を考慮して設定しているため、連続して休日労働
した場合に支給されるような突貫手当は発注者が見込んでいない特殊な労働に対する手当であり、
基準外手当となります。

・職種によって「特殊な労働」の定義が異なるため、例えば、坑内で作業した場合に支給される坑内
手当は、トンネル特殊工等の坑内作業職種の労働者にとっては基準内手当であり、それ以外の職種
の労働者にとっては基準外手当となります。

※１ 発注者が積算において見込んでいる通常の作業条件または作業内容を超えた特殊な労働に対する手当のため。

手引きP.28



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○ ※２時間外、休⽇⼜は深夜の労働に対する割増賃⾦の代替として⽀給される⼿当代替⼿当

○ ※２時間外、休⽇⼜は深夜の労働に対する割増賃⾦として⽀給される⼿当
みなし残業
⼿当

○
時間外、休⽇⼜は深夜の労働に対する割増賃⾦として⽀給される⼿当ではなく、
基本給を補填する性質をもつ⼿当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
②時間外、休⽇⼜は深夜の労働に対する割増賃⾦
として⽀給される⼿当

・時間外、休⽇⼜は深夜の労働に対する割増賃⾦として⽀給される⼿当については、
様式－１－１ 基準外⼿当に記⼊してください。

※２ 時間外、休⽇⼜は深夜の労働に対する割増賃⾦は、積算時に作業条件に応じて別途計上するため。

手引きP.28



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○悪天候や発注者の⼯事中⽌命令等の不可抗⼒による休業に対して⽀給される⼿当

休業⼿当 ○ ※３仕事が無いために労働者を休業させた場合に⽀給される⼿当

○
週休２⽇の導⼊等の休⽇拡⼤に伴う休業（労働⽇数の減少）に対して⽀給される
⼿当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
③ 休業⼿当
労働者を休業させた場合に⽀払った⼿当。（ただし、悪天候等の不可抗⼒による休業および週休２⽇
の導⼊等に伴う休業に対する⼿当は基準内⼿当となります）

・有給休暇⼿当を⽀給している場合は、④有給休暇⼿当の説明に従い記⼊してください。
（休業⼿当欄には記載しないでください。）

※３ ⼯事に従事していない期間に⽀給されるものであり、⼯事費積算に含まれないため。

手引きP.28



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

－

( 基本給又は
出来高給とし
て加算してく
ださい)

日給制または出来高給制の労働者が有給休暇を取った場合に支給される手当
※調査票では、手当の欄でなく、基本給または出来高給の欄に加算して記入して

ください。
有給休暇手当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
④ 有給休暇⼿当

日給制または出来高給制の労働者が有給休暇を取得した場合に支払った手当。

・日給制または出来高給制の労働者が有給休暇を取った場合に支給された有給休暇手当は、
基準内手当となります。調査票記入上は、手当の欄ではなく、基本給または出来高給の欄に
加算して記入してください。

手引きP.29



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○
潜水士の個人持ち潜水器（潜水服、靴、カブト、ホース等）の損料として支給
される手当

工具手当

○ ※４労働者個人持ちの工具損料として支給される手当

○ ※５労働者個人持ちのダンプ等の車両損料・燃料費等として支給される手当車両手当

○ ※４遠隔地の工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁にあたる手当遠隔旅費手当

○ ※４労働者の送迎用車両の運転に対する運転手当運転手当
(送迎車運転手当)

○ ※４労働者の赴任、帰省等に対して支給される手当(一時金)赴任等手当

○ ※４
労働者の技能向上のために行われる研修期間の日当保証、研修参加への奨励に
対して支給される手当

研修手当

○ ※４業務連絡のための携帯電話の通話料に対して支給される手当携帯電話手当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
⑤ 本来は経費にあたる⼿当

労働者個人持ちの工具・車両の損料、労働者個人が負担した旅費等、本来は賃金ではなく、経費の
負担に該当する手当。

※４ 積算においては現場管理費等に含まれるため。
※５ 積算においては機械経費に含まれるため。

手引きP.29



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断

・工事費の積算では、設計労務単価に含めている潜水士の個人持ち潜水器（潜水服、靴、カブト、
ホース等）の損料を除き、作業に必要な工具損料は、経費として諸雑費（間接工事費の内の現場
管理費）の中に計上されています。したがって、労働者個人持ちの工具損料として支給されている
工具手当は基準外となります。

・同様に、工事の実施に必要な機械の損料や燃料費等についても、機械経費として計上しているため、
労働者個人持ちのダンプ等の車両損料等として支給されている車両手当は、基準外となります。

・また、遠隔地の工事等で労働者個人が立替払いした旅費の弁済に当たる手当は、工事費の積算では
現場管理費等に含まれているため、基準外となります。

手引きP.29



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○現場作業に対して支給される手当現場手当

○労働者の作業の熟練度（能力）等に応じて支給される手当技能手当

○
勤続年数、作業の熟練度等に応じ、主任、係長といった役職に対して支給される
手当

役付手当

○「世話役」が設けられていない職種に該当する労働者に支給される手当

○
「世話役」が設けられている職種で、「世話役」に該当する労働者に支給される
手当

○
「世話役」が設けられている職種で、「一般技能労働者」に該当する労働者が
世話役業務を行った場合に、その業務量（日数・時間等）に関係なく一定額支給
される手当

○ ※６○
「世話役」が設けられている職種で、「一般技能労働者」に該当する労働者が世
話役業務を行った場合に、その業務量（日数・時間等）に応じて支給される手当

○職種の作業を行うのに必要な資格に対して支給される手当

資格手当 ○
職種の作業を行うのに必要でない資格であるが、資格が必要な業務を行った場合
に、その業務量（日数・時間等）に関係なく一定額支給される手当

○ ※６
職種の業務を行うのに必要でない資格であるが、資格が必要な業務を行った場合
に、その業務量（日数・時間等）に応じて支給される手当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
⑥ その他の⼿当 手引きP.30



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○
職種の業務を行うのに必要な車両、機械等の運転・操作・管理に対して支給され
る手当

運転手当 ○
職種の業務を行うのに必要でない車両、機械等の運転・操作・管理を行った場合
に、その業務量（日数・時間等）に関係なく一定額支給される手当

○ ※６
職種の業務を行うのに必要でない車両、機械等の運転・操作・管理を行った場合
に、その業務量（日数、時間等）に応じて支給される手当

○1ヶ月以内の所定労働時間内の勤務成績の査定等により支給される手当

精勤手当 ○ ※７時間外、休日または深夜の勤務成績の査定等により支給される手当

－
( 臨時の給与
として加算し
てください)

1ヶ月を越える期間の勤務成績の査定等によって支給される手当
※調査票では、手当の欄でなく、臨時の給与として様式－３に記入してください。

○扶養している家族の有る労働者に支給される手当家族手当

○
労働者の住居から、会社（事務所）または現場までの交通機関等の実際費用に
応じて支給される手当

通勤手当

○ ※８
会社（事務所）から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実際費用に
応じて支給される手当

○
労働者が居住している住居の種類（借家、持ち家の別）や実際費用等に応じて
支給される手当

住宅手当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
⑥ その他の⼿当 手引きP.30



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

基準外手当基準内手当手当の内容主な手当名称

○単身赴任期間中に継続して支給される手当単身赴任手当

○一般に賃金水準の高い都市部での就労に対して支給される手当都市手当

○へき地での就労期間中に継続して支給される手当へき地手当

○
法令により労働者が負担すべき所得税等（雇用保険料、健康保険料、厚生年金保
険料等を含む）に対する補助として支給される手当（就業規則、雇用契約書等に
支給条件が明記されている場合）

所得税等
補助手当

○ ※６除染特別地域内で労働者が除染作業をした場合に支給される手当除染手当

○

急激な物価上昇（インフレ）を背景に、従業員の生活支援を目的として支給され
る手当※名称及び支給方法は企業により異なります。月額手当については様式―
２の手当の欄に記載ください。一時金については様式―２の手当の欄でなく、臨
時の給与として様式―３に記入してください。

インフレ手当

４．調査票の記⼊要領について

基準内⼿当・基準外⼿当の判断
⑥ その他の⼿当

※６ 発注者が積算において見込んでいる通常の作業条件または作業内容を超えた特殊な労働に対する手当のため
※７ 時間外、休日又は深夜の労働に対する割増賃金は、積算時に作業条件に応じて別途計上するため。
※８ 積算においては現場管理費等に含まれるため。

手引きP.30



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

⼿当の逆引き
【公共事業労務費調査ウェブサイト】06_調査票の記入にあたっての参考資料



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

確認資料の添付について
・ 労務費調査の⼿引き P.20〜24を参考に確認資料の添付をお願い

します。



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

摘 要資 料 名

所定労働日、休日及び所定労働時間、並びに
支払い賃金の根拠となる資料（出来高給制に
ついてはその根拠となる資料）

就業規則、給与規定又は雇用契約書（雇入通知書、労働
条件通知書も可）
変形労働労使間協定書（一ヶ月超単位の変形労働時間制
の場合のみ）

①

各種手当の内訳及び支給基準が明確となる資料
で、同じ名称の手当でも企業によって内容が異
なる場合が多いため、手当の内容及び支給基準
を確認する資料

手当の支給に関する資料（手当を払っていた場合のみ）②

法定福利費控除額が確認できる資料賃金台帳、賃金日計表③

所得税の納付資料等、退職金の支給額が確認で
きる資料

退職金の支給が確認できる資料（退職金の支給があった場
合のみ）

④

従事した工事現場の別、作業内容等が確認でき
る資料

作業日報（調査月分）⑤

日々の労働の有無や労働時間、有給休暇の取得
状況等、就労の実態を証明する資料

出勤簿（過去１年分）、年次有給休暇管理簿等⑥

提出いただく確認資料（１/３）



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

摘 要資 料 名

令和６年分の報酬月額算定基礎届もしくは同決
定通知書

健康保険・年金保険被保険者報酬月額算定基礎届もしくは
同決定通知書

⑦

雇用保険被保険者資格取得届、同確認通知書、
健康保険・厚生年金保険被保険者資格取得届、
同決定通知書 等事業所番号の確認ができる資
料

事業所の社会保険加入状況が確認できる資料（雇用保険・
健康保険・厚生年金保険に加入している場合のみ）

⑧

下記の職種の労働者については免許証又は資格
証等を提出
電工、運転手（特殊）、運転手（一般）、
潜水士、交通誘導警備員Ａ・Ｂ

免許証もしくは資格証等（免許等の資格保有を義務づけら
れている職種のみ）

⑨

法定福利費の内訳明示状況の根拠となる資料見積書⑩

法定福利費の内訳明示状況の根拠となる資料
請負代金内訳書（請負額における法定福利費の内訳がわか
る資料であれば契約書や注文請書も可）

⑪

提出いただく確認資料（２/３）



令和７年１０月１日（水）
労務費調査等近畿地方連絡協議会

４．調査票の記⼊要領について

摘 要資 料 名

雇用契約書（在留資格が記載されている場合
のみ）、在留カードの写し、外国人材の受入
報告書、外国人雇用状況届出 等、外国人材の
在留資格が確認できる資料

在留資格が確認できる資料（外国人建設就労者又は特定技
能外国人が調査対象に含まれる場合のみ）

⑫

建設キャリアアップシステムへの登録と技能
レベル・判定分野（レベル２・３・４の場合
のみ）が確認できる資料
レベル１：建設キャリアアップカード

のコピー
レベル２･３･４：レベル判定結果通知書

建設キャリアアップシステムに関する確認資料（建設キャ
リアアップシステムに登録している場合のみ）

⑬

手引き P.99「参考資料－６ 一人親方につい
て」に記載された資料

一人親方に関する確認資料（一人親方のみ）⑭

提出資料の直前チェックリスト

対象企業名簿、施工体系図（元請企業のみ）

提出いただく確認資料（３/３）


